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米政策改革の
実行スタート

審議会等における透明性の
ある議論

検証

新しい施策への移行準備





農業特区を通じて多様な農業の展開が進展農業特区を通じて多様な農業の展開が進展農業特区を通じて多様な農業の展開が進展農業特区を通じて多様な農業の展開が進展



・広大で平坦な国土

・大規模経営のシェアが大

・物価や人件費等が低廉

・大規模畑作中心に経営

・狭隘で山がちな国土

・零細な家族経営が大部分

・割高な物価・人件費等

・地域ぐるみで農地・水を
　維持・管理

個別品目の生産量を確保個別品目の生産量を確保個別品目の生産量を確保個別品目の生産量を確保
する戦略する戦略する戦略する戦略

競争力のあるプロ農業経営を増やす競争力のあるプロ農業経営を増やす競争力のあるプロ農業経営を増やす競争力のあるプロ農業経営を増やす
戦略戦略戦略戦略

国境措置による保護に依存国境措置による保護に依存国境措置による保護に依存国境措置による保護に依存 食料安保などの多面的役割を維持食料安保などの多面的役割を維持食料安保などの多面的役割を維持食料安保などの多面的役割を維持
するために必要な国境措置を確保するために必要な国境措置を確保するために必要な国境措置を確保するために必要な国境措置を確保

やる気と能力のある担い手の経営発展をやる気と能力のある担い手の経営発展をやる気と能力のある担い手の経営発展をやる気と能力のある担い手の経営発展を
可能とする競争条件の整備をどう図るか可能とする競争条件の整備をどう図るか可能とする競争条件の整備をどう図るか可能とする競争条件の整備をどう図るか



地域全体で支える地域全体で支える地域全体で支える地域全体で支える



農林水産関係公共事業の改革農林水産関係公共事業の改革農林水産関係公共事業の改革農林水産関係公共事業の改革

・ピーク時（Ｈ９）の７割程度の水準・ピーク時（Ｈ９）の７割程度の水準・ピーク時（Ｈ９）の７割程度の水準・ピーク時（Ｈ９）の７割程度の水準
　平成14年度（当初＋補正）に、既に景気対策のための大幅な追加が行われていた以前（平成２年度、平成３年度）の水準以下に

・農林水産関係予算に占める公共予算の割合も、２年間で５ポイント減・農林水産関係予算に占める公共予算の割合も、２年間で５ポイント減・農林水産関係予算に占める公共予算の割合も、２年間で５ポイント減・農林水産関係予算に占める公共予算の割合も、２年間で５ポイント減
　　　　（Ｈ13年度：51％　→　Ｈ15年度：46％）
　特に、農業関係予算に占める公共予算の割合は38％に

・長期計画においてアウトカム目標を設定し、目標達成の観点から評価を行い事業内容を見直し・長期計画においてアウトカム目標を設定し、目標達成の観点から評価を行い事業内容を見直し・長期計画においてアウトカム目標を設定し、目標達成の観点から評価を行い事業内容を見直し・長期計画においてアウトカム目標を設定し、目標達成の観点から評価を行い事業内容を見直し

・大目標－中目標－小目標に沿った政策体系の下で、公共事業以外の施策と併せて目標達成の観点から評価を実施・大目標－中目標－小目標に沿った政策体系の下で、公共事業以外の施策と併せて目標達成の観点から評価を実施・大目標－中目標－小目標に沿った政策体系の下で、公共事業以外の施策と併せて目標達成の観点から評価を実施・大目標－中目標－小目標に沿った政策体系の下で、公共事業以外の施策と併せて目標達成の観点から評価を実施

・評価の精度向上に取り組み・評価の精度向上に取り組み・評価の精度向上に取り組み・評価の精度向上に取り組み

ここここ
れれれれ
まままま
でででで

　これまでの歳出抑制により、予算の大部分は継続地区に充当（農業農村整備事業で96％）　これまでの歳出抑制により、予算の大部分は継続地区に充当（農業農村整備事業で96％）　これまでの歳出抑制により、予算の大部分は継続地区に充当（農業農村整備事業で96％）　これまでの歳出抑制により、予算の大部分は継続地区に充当（農業農村整備事業で96％）
　継続地区における効果の早期発現等に留意しつつ、更なる効率化・重点化に努力　継続地区における効果の早期発現等に留意しつつ、更なる効率化・重点化に努力　継続地区における効果の早期発現等に留意しつつ、更なる効率化・重点化に努力　継続地区における効果の早期発現等に留意しつつ、更なる効率化・重点化に努力

効率化・重点化　→　歳出抑制（２年間で17％、3,021億円削減）効率化・重点化　→　歳出抑制（２年間で17％、3,021億円削減）効率化・重点化　→　歳出抑制（２年間で17％、3,021億円削減）効率化・重点化　→　歳出抑制（２年間で17％、3,021億円削減）

政策評価の施策への反映政策評価の施策への反映政策評価の施策への反映政策評価の施策への反映

ここここ
れれれれ
かかかか
らららら



・設計段階から民間ノウハウを活用・設計段階から民間ノウハウを活用・設計段階から民間ノウハウを活用・設計段階から民間ノウハウを活用（民間からの技術提案を設計等に織り込むＶＥ方式、設計・施工一括発注方式）
・入札における競争性の向上・入札における競争性の向上・入札における競争性の向上・入札における競争性の向上（Ｈ18までに全ての公共工事（直轄）を電子入札により実施。一般競争入札の対象を拡大）
・地域特性の重視と地域資源の循環利用の促進・地域特性の重視と地域資源の循環利用の促進・地域特性の重視と地域資源の循環利用の促進・地域特性の重視と地域資源の循環利用の促進（農家による直営施工方式の活用、バイオマス資源・間伐材の利用拡大等）
⇒５年間で総合的なコスト15％縮減（Ｈ19/Ｈ14）

【地方の裁量の拡大】【地方の裁量の拡大】【地方の裁量の拡大】【地方の裁量の拡大】
・統合補助金の仕組みの見直し・統合補助金の仕組みの見直し・統合補助金の仕組みの見直し・統合補助金の仕組みの見直し・・・国の関与を目標達成の観点から極力縮小
・統合補助金の新設、対象の拡充・統合補助金の新設、対象の拡充・統合補助金の新設、対象の拡充・統合補助金の新設、対象の拡充

【補助対象の重点化】【補助対象の重点化】【補助対象の重点化】【補助対象の重点化】
・生活環境整備のメニューを限定・生活環境整備のメニューを限定・生活環境整備のメニューを限定・生活環境整備のメニューを限定（コミュニティ施設は廃止）
・農免農道について市町村事業の採択を原則廃止・農免農道について市町村事業の採択を原則廃止・農免農道について市町村事業の採択を原則廃止・農免農道について市町村事業の採択を原則廃止
・生産量の少ない漁港の採択を原則廃止・生産量の少ない漁港の採択を原則廃止・生産量の少ない漁港の採択を原則廃止・生産量の少ない漁港の採択を原則廃止
・８事業（農村振興総合整備事業等）について採択基準を引き上げ・８事業（農村振興総合整備事業等）について採択基準を引き上げ・８事業（農村振興総合整備事業等）について採択基準を引き上げ・８事業（農村振興総合整備事業等）について採択基準を引き上げ

１.予算配分の重点化１.予算配分の重点化１.予算配分の重点化１.予算配分の重点化

２.コスト削減２.コスト削減２.コスト削減２.コスト削減

３.補助金改革３.補助金改革３.補助金改革３.補助金改革

・広域的な農道の整備は、産地形成を図るものに限定し、・広域的な農道の整備は、産地形成を図るものに限定し、・広域的な農道の整備は、産地形成を図るものに限定し、・広域的な農道の整備は、産地形成を図るものに限定し、
　新規予定路線を大幅に縮減　新規予定路線を大幅に縮減　新規予定路線を大幅に縮減　新規予定路線を大幅に縮減
・農山漁村の生活環境の整備は、生産基盤の整備に関連・農山漁村の生活環境の整備は、生産基盤の整備に関連・農山漁村の生活環境の整備は、生産基盤の整備に関連・農山漁村の生活環境の整備は、生産基盤の整備に関連
　するものに限定　するものに限定　するものに限定　するものに限定
・農業集落排水整備は、下水道、浄化槽との連携強化等・農業集落排水整備は、下水道、浄化槽との連携強化等・農業集落排水整備は、下水道、浄化槽との連携強化等・農業集落排水整備は、下水道、浄化槽との連携強化等
　により事業費を節減　により事業費を節減　により事業費を節減　により事業費を節減
・漁港漁場の改良は、効果の広域性の観点から抑制・漁港漁場の改良は、効果の広域性の観点から抑制・漁港漁場の改良は、効果の広域性の観点から抑制・漁港漁場の改良は、効果の広域性の観点から抑制

・農業・水産業の構造改革を加速する生産基盤の整備・農業・水産業の構造改革を加速する生産基盤の整備・農業・水産業の構造改革を加速する生産基盤の整備・農業・水産業の構造改革を加速する生産基盤の整備
　に重点化　に重点化　に重点化　に重点化
・水を育み、国土を守り、地球の温暖化を防ぐ森林の・水を育み、国土を守り、地球の温暖化を防ぐ森林の・水を育み、国土を守り、地球の温暖化を防ぐ森林の・水を育み、国土を守り、地球の温暖化を防ぐ森林の
　整備に重点化　整備に重点化　整備に重点化　整備に重点化

・政策ニーズに照らし、ハードからソフトへのシフトに取り組み（Ｈ14～Ｈ16で1,000億円を突破）・政策ニーズに照らし、ハードからソフトへのシフトに取り組み（Ｈ14～Ｈ16で1,000億円を突破）・政策ニーズに照らし、ハードからソフトへのシフトに取り組み（Ｈ14～Ｈ16で1,000億円を突破）・政策ニーズに照らし、ハードからソフトへのシフトに取り組み（Ｈ14～Ｈ16で1,000億円を突破）
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１６年度農林水産予算の概算要求の主要なポイント１６年度農林水産予算の概算要求の主要なポイント１６年度農林水産予算の概算要求の主要なポイント１６年度農林水産予算の概算要求の主要なポイント

主な取組内容主な取組内容主な取組内容主な取組内容

●　補助事業対象者要件における「担い手」の明確化
●　補助事業対象地区における「担い手」への事業効果要件の設定･見直し

○　政策評価の反映○　政策評価の反映○　政策評価の反映○　政策評価の反映

○　農協改革の推進○　農協改革の推進○　農協改革の推進○　農協改革の推進
　（農協系統へ交付される補助金の見直し）　（農協系統へ交付される補助金の見直し）　（農協系統へ交付される補助金の見直し）　（農協系統へ交付される補助金の見直し）

○　米政策関連予算の抜本的な見直し○　米政策関連予算の抜本的な見直し○　米政策関連予算の抜本的な見直し○　米政策関連予算の抜本的な見直し



参考資料



農・漁業の経済規模
－農・漁業の経済規模は下段に示した様々な産業の規模に匹敵－

農業農業農業農業（9兆8千億円）
・石炭・石油製品

（9兆4千億円）

漁業漁業漁業漁業（1兆8千億円）
・携帯電話機、PHS
電話機（1兆9千億円）

耕種農業耕種農業耕種農業耕種農業
（6兆8千億円）

・コンビニ
（6兆7千億円）

畜産業畜産業畜産業畜産業
（2兆5千億円）

・パソコン
（2兆7千億円）

数値は主に平成13年度

米米米米 （2兆3千億円）
・ガス（2兆3千億円）

野菜野菜野菜野菜（2兆1千億円）
・衣服その他繊維

（2兆2千億円）

果実果実果実果実（7.8千億円）
・エアコン（7.4千億円）

このほか、農業サービ
ス（稲作機共同育苗
等）が5.1千億円。

酪農酪農酪農酪農（8.2千億円）
・雑誌、定期刊行物

（8.0千億円）

養鶏養鶏養鶏養鶏（6.9千億円）
・ビデオカメラ

（6.9千億円）

肉豚肉豚肉豚肉豚（5.0千億円）
・テレビ（5.6千億円）

肉牛肉牛肉牛肉牛（4.6千億円）
・タイヤ（4.3千億円）



食料産業（農業・漁業・食品産業）は地域の産業において重要な役割

豚肉：鹿児島県豚肉：鹿児島県豚肉：鹿児島県豚肉：鹿児島県

県特産の黒豚は、「か
ごしまブランド」の一
つとして確立。

鹿児島県の農産品のう
ち、豚肉は約17.6％を
占め、最も生産額の多
い作目。

（鹿児島県の豚肉の生
産額約706億円）

みかん：愛媛県みかん：愛媛県みかん：愛媛県みかん：愛媛県

愛媛県のみかん生産量は、昭和45年以来、
平成13年まで32年間連続で1位。

米：新潟県米：新潟県米：新潟県米：新潟県

（新潟県の米の生産額約2,000億円）

愛媛県はみかん栽培
農家数においても全
国で最多。

（愛媛県のみかんの
生産額約197億円）

鹿児島黒豚

コシヒカリを中心にした、
新潟県における米の生産
額は全国トップを維持。

米の生産は、新潟県の農
業産出額の約3分の2を占
める。

単位：億円

地域雇用における食料産業の地位地域雇用における食料産業の地位地域雇用における食料産業の地位地域雇用における食料産業の地位

食料産業の就業者数等は全体で1,200
万人超。

特に、北海道、東北、四国、九州及
び沖縄では全就業者の約4分の1が食
料産業に従事。

愛媛みかん

新潟の田園風景
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注１:フランス、アメリカ、ドイツ、英国、スイスについてはFAO"Food Balance Sheets"
     等を基に農林水産省で試算(1970～2000年)。
注２:韓国については、韓国地方経済研究所 "Korean Food Balance Sheet 2000" による
     (1970,1980,1990及び1995～2000年)。なお、1990年以前と1995年以降では算出方法
     が違うため、データは連続しない。
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水田作

○ 主要食糧
○ 零細な小規模経営が大部分
（認定農業者の割合２％）

畑作

○ 規模はＥＵ並み
○ 外国産との差別化はなかなか
困難

○ 主に少数の主業農家による経営

野菜・果樹・畜産
○ 新鮮さが最優先
○ 産地により差別化
○ 一部の競争力ある経営体による
競争力ある生産

土
地
利
用
型
農
業

麦、豆類、砂糖、でん粉

○ 米政策改革の実行
・ プロ農業経営の育成・支援
・ 地域本位の助成金体系への転換
○ 実施状況を踏まえ、もう一段先の改革へステップアップ
○ 担い手・農地制度の見直し等を通じ、構造改革の推進・加速

○ プロ農業経営を中心にニーズに応じた生産体制の一層の構築
○ 品目横断的経営安定政策への移行を検討

○ 高付加価値化による外国産との差別化の推進
○ 新鮮で、安全・安心な食料の供給

(
)

構造改革が相当程度進展している状況を踏まえ、プロ
農業経営を対象とした経営安定政策への移行を検討

現状では、遅れている構造改革の実施を
最優先する必要

一定条件が整えば、自由競争が可能な状況





( )









農業の構造改革を加速する生産基盤整備



5,300

わが国の人工林
の面積を林齢別に
みると、間伐など
の手入れが必要な
森林が８割ほどを
占めており、こう
した森林の整備に
ついて適切な取組
が必要。

間伐の遅れた森林間伐の遅れた森林間伐の遅れた森林間伐の遅れた森林

間伐が実施された森林間伐が実施された森林間伐が実施された森林間伐が実施された森林

樹木が密生し、林床まで日光
が届かないため下層植生が消失。
雨水により表土が流失し根が剥
き出しの状態となり、災害に脆
弱な森林。

密生した樹木が解消され、林
床まで日光が届くようになり、
下層植生が発達し、森林土壌も
良好に保全。森林の多面的機能
を十分に発揮。 1975

1974
36



漁港と漁場の一体的な計画・整備漁港と漁場の一体的な計画・整備漁港と漁場の一体的な計画・整備漁港と漁場の一体的な計画・整備

・藻場等の水産物
生息環境の整備

・漁場の水質底質改善
・増養殖場の整備

・品質・衛生管理対策
・陸揚げ､流通機能の
高度化
・就労環境の改善

・陸揚げ時間短縮
（2～3時間の短縮）

・陸揚げ可能量の
増大
300t/日⇒600t/日 等

我が国周辺水域の水産資源状況が悪
化する中、次世代以降も消費者ニー
ズに対応した魚種を安定的かつ安価
に提供するため、「つくり育てる漁
業」への更なる重点化が必要





( )

( )





　効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担う望ましい農業
構造の確立を目指し、可能な限り認定農業者を中心とする「担い手」への
集中化、重点化を図るため、各種補助事業の「担い手」要件等の見直し、
改善を実施。

●〈都市と農山漁村の共生・対流〉
　・都市と農山漁村を双方向で行き交うライフスタイルの実現を目指し、国土交
　通省、文部科学省等と連携しつつ、規制改革・制度改革等と予算を組み合わせ
　る「政策群」として実施
●〈「食育」の推進〉
　・文部科学省、厚生労働省等と連携しつつ、全国段階及び地方段階における
　「食育」を総合的に推進
等を行う予定。

●〈事業対象者要件における「担い手」の明確化〉
　・16年度新規事業において「担い手」要件を設定
　　（重点作物特別対策など６事業）
　・既存事業で16年度予算から「担い手」要件を見直し
　　（農業経営体活性化事業など５事業）
●〈事業対象地区における「担い手」への事業効果要件の設定・見直し〉
　・16年度新規事業において同要件を設定
　　（水田農業経営構造確立対策事業など３事業）
　・既存事業で16年度予算から同要件を見直し
（経営構造対策事業など７事業）

政策の実施の結果、国民に対して実際どのような成果がもたらされた
かを一定の目標に対する達成度で測る政策評価の結果を平成16年度予算
要求に反映。

１．政策評価の反映１．政策評価の反映１．政策評価の反映１．政策評価の反映

２．「モデル事業」への取組２．「モデル事業」への取組２．「モデル事業」への取組２．「モデル事業」への取組

３．「政策群」への取組・府省間の連携強化３．「政策群」への取組・府省間の連携強化３．「政策群」への取組・府省間の連携強化３．「政策群」への取組・府省間の連携強化



６．地方分権の推進６．地方分権の推進６．地方分権の推進６．地方分権の推進

７．地域の自主性を尊重した補助体系の創設・統合補助金の推進等７．地域の自主性を尊重した補助体系の創設・統合補助金の推進等７．地域の自主性を尊重した補助体系の創設・統合補助金の推進等７．地域の自主性を尊重した補助体系の創設・統合補助金の推進等

９．９．９．９．公共事業から非公共事業への政策手段の転換（シフト）公共事業から非公共事業への政策手段の転換（シフト）公共事業から非公共事業への政策手段の転換（シフト）公共事業から非公共事業への政策手段の転換（シフト）

10．公共事業の効率的実施に向けた取組10．公共事業の効率的実施に向けた取組10．公共事業の効率的実施に向けた取組10．公共事業の効率的実施に向けた取組

８．８．８．８．農協改革の推進（系統へ交付される補助金の見直し）農協改革の推進（系統へ交付される補助金の見直し）農協改革の推進（系統へ交付される補助金の見直し）農協改革の推進（系統へ交付される補助金の見直し）



  

ＥＵ 

米国 

ＷＴＯ加盟国１４８カ国 

多国間による貿易秩序

ＷＴＯ体制ＷＴＯ体制ＷＴＯ体制ＷＴＯ体制    

世界貿易に占める割合 14％
我が国貿易に占める割合 23％
（我が国最大の貿易相手国） 

世界貿易に占める割合 37％ 
我が国貿易に占める割合 14％ 
（世界最大の市場圏） 

農林水産省におけるＦＴＡ交渉に向けた取組みの強化農林水産省におけるＦＴＡ交渉に向けた取組みの強化農林水産省におけるＦＴＡ交渉に向けた取組みの強化農林水産省におけるＦＴＡ交渉に向けた取組みの強化    

フィリピン 

マレーシア 

インドネシア 

韓国 

タイ 

メキシコ 

ＦＴＡＦＴＡＦＴＡＦＴＡ    

農農農農 林林林林 水水水水 産産産産 省省省省

・ ＦＴＡ本部を設置し
省内の体制を抜本的
に整備

・ 対象となる各国の諸
事情など幅広く情報
収集

・ 戦略的な対応方針を
検討

・年内に交渉開始予定
・農産物輸出の可能性、対日輸
出は水産物、アルコール飲
料、野菜など

・産学官共同研究会を開催中 
・対日輸出はバナナ、パイナ
ップルなど農産物輸出に
強い関心 

・予備的協議を実施中
・対日輸出は、林産物（合板、
製材加工材）、水産物（えび、
かつお等）など

・産学官共同研究会を開催中
・対日輸出は林産物(合板、丸
太等）、パーム油、えびなど

・交渉中 
・オレンジジュースのみなら
ず新たな要求

・産学官共同研究会を開催中
・コメ、鶏肉、砂糖、でん粉
など農産物輸出に強い関心

関係省と連携関係省と連携関係省と連携関係省と連携

日日日日    本本本本

⑳ 



相手国相手国相手国相手国 事前検討事前検討事前検討事前検討 産学官共同研究会産学官共同研究会産学官共同研究会産学官共同研究会 政府間交渉政府間交渉政府間交渉政府間交渉 

韓韓韓韓    国国国国 Ｈ13年3月～Ｈ14年1月 
   （ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾗﾑ） Ｈ14年7月～Ｈ15年10月  H15年内に開始予定 

 

フィリピンフィリピンフィリピンフィリピン    Ｈ14年10月～H15年7月 
   （作業部会） 

  Ｈ15年9月～ 
 （合同調整チーム） 

インドネシアインドネシアインドネシアインドネシア    Ｈ15年9月～ 
 （政府間の予備的協議）  

マレーシアマレーシアマレーシアマレーシア Ｈ15年5月～H15年7月 
   （作業部会）   Ｈ15年9月～ 

 

 

メキシコメキシコメキシコメキシコ    Ｈ11年2月～Ｈ12年4月 
  （JETRO・商工省） 

Ｈ13 年 9 月～Ｈ14 年 7 月  Ｈ14 年 11 月～ 

タタタタ    イイイイ Ｈ14年9月～H15年5月 
   （作業部会） 

Ｈ15年7月～ 
  （ﾀｽｸﾌｫｰｽ）  

  ＦＴＡをめぐるＦＴＡをめぐるＦＴＡをめぐるＦＴＡをめぐる各国との各国との各国との各国との状況状況状況状況    

    

    

    

協協協協

定定定定

締締締締

結結結結    

     協定を締結するまでのプロセス 
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